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] . はじめに 

平成 コ 年度 (1999 年度 ) に、 都道府県において 支出された科学技術関係経費 ( 決算額 ) 

は 約 6,810 億円であ り、 1 団体平均にすると 約 145 億円となる。 平成 9 年度 (1997 年度 ) 

の決算額は約 7,490 億円であ るから、 2 年間で 10% の減少となっている ， 1 。 

こうした都道府県における 科学技術関係経費を 性格別に見てみると、 最も額が大きいの 

は公設試験研究機関 ( 以下、 公設 試と 記述する ) の経費であ り、 全体の約半分の 約 3,4 皿 

億円にのぼっている。 これに続くのが 理科系高等教育機関であ り、 この上位二つで 全体の 

8 割強となる "2 。 このように、 経費の面から 見ると公設試は 地方における 科学技術政策の 

主力であ る。 それは地方公共団体が 直接的に技術的知識を 生産し、 地域振興に活用してい 

こ う という政策であ るといえる。 

本稿は、 この地方公共団体が 多くの予算を 投入して直接的に 技術的知識を 生産し活用す 

るという政策について、 それがもたらす 成果とそれにかかる 費用を比較することによって 

考察したものであ る。 

2 . 公設試の活動の 費用便益分析 

( 1 ) 分析の対象 

公設試は工業系 ( 工業技術センタ 一など 八 農林水産系 ( 農業試験場など 八 保健・環境 

系 ( 環境研究センタ 一など ) などに大きく 分類される。 これらはそれぞれ 研究領域や地域 

に 研究成果をもたらす 事業の形態が 異なるため、 直接的な比較は 困難であ る。 そこで本稿 

では工業系の 公設 試 に絞って分析を 行 う こととした。 また都道府県立と 市町村立では 財政 

規模の違いにより、 活動内容に差があ るため、 都道府県立の 機関に絞って 収集した。 結果 

として 47 都道府県の 60 機関について 利用し ぅる 最新のデータ ( 平成口年度実績値 ) を 

収集した。 

( 2 ) 分析に使用したデータソース 

公設試の事業の 状況に 

805 件技術アドバイザ 一指導 1, 309  件   

1, 088 件巡回技術指導 4, 776  件 

している 「公設試験研究 当年度特許取得 数 90  件個別技術指導・ 技術相談 289, 894  件 

機関現況」の 平成 12 年 ョ年度特許出願 数 213 件依頼試験 407. 097  件 

592 件設備使用 110. 096  件 
版 に記載されている 平成 学 学 協会誌発表 協会口頭発表 1, 117 件講習会、 研究会 925  件 

Ⅱ年度のデータを 利用 情報誌の発行 610, 220  冊 

することとし、 一方、 各 研修生受け入れ 4. 784  件 

事業を行 う ための費用と 出所Ⅱ 財 ) 日本産業技術振興協会「平成 12 年度公設試験研究機関現況」 

してほ科学技術政策研究 より作成 
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所 「地域における 科学技術振興に 関する調査研究 ( 第 5 回調査 ) 」の平成 皿 年度の対象公 

設試の事業費用データ ( 決算べース ) を用いた。 

( 3 ) 工業技術センタ 一の事業分類 

一般に公設の 工業系試験研究機関の 主な任務は、 研究活動や技術指導、 研修生の受け 入 

れなど非常に 多岐にわたっている。 分析のためにこれらを 大きく 3 つに区分した ( 表 2 几 

まず第一の区分は 研究開発活動を 中心とした 表 2  公設試の事業分類 

「技術の直接開発」 であ る。 第二の区分は 企業の 

技術開発支援で、 地域企業が技術開発で 突き当た 

る 課題解決や欠陥商品対策等を 行って企業の 技術 

開発を助ける 事業であ る。 第三は具体的な 課題や 

問題点に対して 対応するのではなく、 人材育成や 

  清朝提供など 中 ・長期的に地域企業の 技術力向上 

を 図っていく事業であ る。 

この区分をもとに、 公設 試 による研究成果の 地 域への波及 ( 便益提供 ) を分類すると、 次 よ ぅ 

になる。 

まず第一は、 研究成果を特許の よ う f こ 第三者が利用できる 形にまとめ、 それを地域企業 

にもたらすというものであ る。 第二番目は、 研究開発の結果蓄積された 知識やノウハウ 、 

  清 報などを、 技術指導や講習会のような 形で地域企業に 対して提供していくというもので 

あ る。 このうち第一の 便益については 金銭べ ー スへの評価が 困難であ るため、 以下では、 

まず第二の便益について 金銭べ ー スでの評価を 行い、 分析の段階で 第一の効果を 含めるも 
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費用便益分析を 行 う にあ たって、 公設計が行 う 諸事業は市場での 取引が行われておらず、 

市場価格が存在しないため、 何らかの形でこれを 推測することが 必要となる。 市場価格の 

推定する代表的な 方法としては、 一般的に a, 代替法、 b. 消費者余剰計測 法 、 c. ヘ ドニック 

法 、 d.CVM (ContingentValuationMethod 八 e. トラベルコスト 法などがあ るが、 各手法 

の特注などを 考慮し、 また公設 試 が提供するサービスに 類似したサービスを 民間が提供し 

ている事例が 存在することなどの 理由から、 本稿では代替法を 用いた公設試の 事業評価を 

行った。 

まず、 公設計が行っている 事業を 8 つの事業カテゴリ 一に分類し、 年間の供給件数を 把 

損 するとともに ( 表 1 参照 ) 、 それら事業に 対応する民間事業者のサービスに 関する資料か 
ら 市場単価に妥当する 値を抽出した ( 表 3) "' 。 また、 公設計の年間供給件数と、 市場単 

価の単位が異なるものについては、 資料 中 ( 「公設試験研究機関現況調査」Ⅰ より、 単位の 

換算が可能となる 記述例を集め、 この平均値で 事業 1 件 当たりの換算レートを 定めた " 。 。 
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表 3  各事業の金額換算単位表 

対象事業事業 事業 1 件当たり換算 
技術 ア ドバイザ一指導 5 . 2 日 / 件 

巡回技術指導 1 . 1 日 / 甘ヰ 

個別技術指導・ 技術相談 

依頼試験 1 . 4 項目 / 件 

設備使用 
講習会・研究会 2 f . l 人 / 回 

情報雑誌の発行 

研修生受け入れ 2  2  .  9  日 ノノノく 

市場単価 備考 
1 0 0 千円 / 日 技術コンサルタント 料金 ( 1 時間 当た 

1 0 0 千円 / 日 9 2 万円程度 ) より算出。 技術相談に 

8 0 千円 / 件 ついては電話問い 合わせ分を考慮。 

1 8 千円 / 項目 民間事業者価格 ( 代表的な分析の 平均 ) 
1 4 0 千円 / 件 民間レンタル 事業者価格 ( 1 ケ円 価格 ) 

2 5 千円 / 人 民間セミナ一事業者価格より 算出 

Ⅰ千円 / 冊 技術関係月刊誌Ⅰ 冊 として想定 

3 6 千円 / 人日 民間研修事業者の 平均的価格より 算出 

注 : 「事業上件当だり 換算」は「公設試験研究機関現況」中に 単位の換算が 可能となる記述例を 集め、 その平均値 

を 算出したもの。 

3 , 結果と考察 

( 1 ) 60 機関合計の費用便益比較 

これをもとに 今回調査の対象とした 60 機関全体の各事業の 機会費用を求めると 表 4 の 

ようになる。 平成 皿 年度データでは 総額で 552.3 億円に相当することになる。 

これに対して 
表 4  各事業の評価額 ( 平成 11 年度 ) 

費用面では、 エ 対象事業事業 事業件数 1 件当たり換算学 評価額 ( 千円 ) 

美技術センター 技術アドバイザ 一指導 1, 309  Ⅰ 牛 5 2 0 千円 680, 680 

巡回技術指導 
を 運用するため 

4, 776  件 1 1 0 千円 525   360 

個別技術指導・ 技術相談 289. 894  件 8 0 千円 23   191, 520 

の 総予算 (637.8 依頼試験 407, 097  件 2 h . 2 キ 円 10   258   844 

設備使用 110, 096  件 1 4 0 千円 1 5   413, 440 
億円 ) のうち 施 講習会・研究会 925 件 6 5 2 . 5 千円 603   5633 

設 整備費、 庁舎 
  情報雑誌の発行 610, 220  冊 Ⅰ千円 610   220 

研修生受け入れ 4, 784  件 8  2  4  .  4  千円 "3, 943   930 

改修費などを 除 ムミ ロ 口 十 ト 55   2 27   557 

い た経常的費用 

が 509.0 億円となっており、 経常経費に対する 比率をとると、 1.085 となり、 便益が費用 

を上回っている。 

さらに、 二次的で貨幣換算の 困難な効果も 存在することなどから、 現時点ではこれら 事 

業だけでも公的な 負担を十分に 満足する効果を 上げていると 見ることができよう。 

( 2 ) 個別機関の費用便益比較 

一方、 便益評価額と 経常経費の比を 機関別に見てみると、 1.0 を超えるものは 31 機関 ( 全 

休め 51.7%0) で半分を上回っている。 個別には鳥取県産業技術センタ 一の 5.53 倍から 青 

萩 原産業技術開発センタ 一の 0 ・ 14 倍まで約 40 倍の開きがあ る。 

そこで、 便益評価額が 経常経費を上回った 公設計 と 、 そうでない公設試を 二つのグルー 

ブに 分け、 これらグループ 間で研究活動や 指導相談活動などに 関わるデータ ( 各バループ 

の平均値 ) を比較してみたところ ( 表 5 人経常経費が 便益評価額を 下回る公設 試 では技術 

職員一人当たりの 調査研究費、 保有特許 数 、 技術職員における 博士号取得率が 統計的に有 

意に高くなっていることがわかった。 また、 技術職員一人当たりの 特許保有数や 学協会で 

の 口頭発表件数も 多くなる傾向にあ る。 

一方で便益評価額が 経常経費を上回るバループで は 技術職員一人当たりの 技術指導・ 相 

談 件数や依頼試験件数、 施設利用件数が 大幅に大きくなってい る 

す な む ち、 技術職員一人当たりの 活動から見ると、 研究開発活動が 活発な公設 試 ほど、 
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注 : 有意の欄は両グループの 平均値に 5%c@) 危険率で有意差があ ったものに * 印を付けた。 まだ ム 印 

は帰燕仮説は 棄却されなかっだが 危険率が R% 近傍であ っだもの。 

4 , おわりに 

本稿では地方公共団体の 科学技術関係経費の 中で最も多額の 予算を つ ぎ込んでいるもの 

であ る公設試の活動が 投入されている 予算に見合うものかどうか、 研究開発成果に 裏 打ち 

された地域企業の 技術開発支援事業の 便益を貨幣換算して 検討した。 

①現時点では 対象とした 60 機関の合計では 便益評価額と 経常的経費が 同程度の額であ 

った。 機関 朋 でも半数以上の 機関で便益評価額が 上回った。 

②しかし、 個別の工業技術センタ 一の評価では 大きな格差が 存在することが 明らかにな 

った 。 これは、 人的資源を研究業務と 技術指導などの 業務のどちらに 重点的に振り 向 

けるかといった 所から現れていると 考えられる。 

今後、 地方公設 試 における研究機能の 強化が期待されているが、 研究開発活動への 傾斜 

は 上で見たような 技術指導などの 事業の圧迫も 予想され、 研究開発能力の 高度化と、 地域 

企業の技術力に 合わせた技術移転を 行える機関としての 役割をど う のように保ち 続けるか 

といった視点からの 対応も必、 要となろう。 

注 

「 1 ] 科学技術政策研究所「地域における 科学技術振 

興に関する調査研究 ( 第 h 口調査 ) 」 (2001) P17 

， 2 , 同 、 P18 ～ 19 の表をもとに 計算 

「 3 , 各種サービスの 価格情報を収集し、 1 日、 あ る 

いは検査 1 件など単位 当 だり単価の平均値を 求めて 

いる。 

。 Ⅰ ] 例えば「技術アドバイザ 一派遣事業では - 派遣 

件数の他に、 派遣延べ日数の 記述のあ ろケースがあ る   
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